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１．地域の概要

（１）地域の概況 ①

本地区は沖縄本島北部の本部半島の北西に位置する離島村であり、平成22年
時点で人口4,737人、耕地面積1,090haのうち受益面積668haの畑作農業地帯で
ある。
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（２）地域の概況 ②

収益性の高い花きや葉たばこ、畜産を中心に、野菜、さとうきび等の営
農が展開されている。

２

きく 肉用牛葉たばこ

さとうきびとうがん 島らっきょう



（３）地域の概況 ③

畑作に必要な農業用水は、降雨と既設のため池に依存せざる
を得なく十分な用水手当がなされていないことから、農業生産
が不安定であり、農業振興の妨げとなっている。

３

干ばつの影響で干上がったため池
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飼料作物のかん水有無による生育の違い(平成25年)

2013年７月～８月は
過去35年で最も降水
量が少なかった

２．事業の概要

（１）全体概要

（１）関係村：伊江村

（２）受益面積：668ha（うち用水改良423ha、畑地かんがい245ha）

（３）主要工事計画：地下ダム１箇所、用水路8.3km、揚水機場２箇所

４

（３）主要工事計画：地下ダム１箇所、用水路8.3km、揚水機場２箇所

（４）国営総事業費：25,000百万円（平成26年度時点：25,683百万円）

（５）工 期：平成16年度～平成28年度予定



本事業では、地下ダムを新設するとともに、揚水機、用水路を整備し、併せて関連
事業による末端用水路等の整備を実施することにより、安定的なかんがい用水の確保
を行い、農業生産性の向上及び農業の近代化を図り、農業経営の安定化に資する。

５

ファームポンド 地下ダム全体の工事状況

（２）事業の目的

地下ダム止水壁の工事状況散水状況

（３）事業の進捗状況

平成25年度までの進捗率は、事業費ベースで79％である。

６

平成25年度 事業概要図

総事業費 平成25年度まで 進捗率

伊江地区 25,683百万円 20,220百万円 79％



（４）関連事業の進捗状況

県営事業４地区及び団体営事業７地区により、末端畑地かんがい施設の整備
を実施しており、関連事業11地区のうち平成25年度までに４地区が完了、３地
区が実施中で、その面積は503haで受益面積の75％となっている

７

受益面積 合計 平成25年度まで 進捗率

関連事業 668ha 503ha 75％
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（５）営農実証モデルほ場
８

本地域では平成21～24年において、受益地区内に営農実証モデルほ場を設置
して、畑かん営農の啓発及び普及を図っている。

かんがいの効果（収量・品質向上） 労働経費の軽減
(用水の取水・運搬)

効率的なかんがいにより、
作物の収量や品質が向上す
る。

特に夏場や長期間雨が降ら
ない時期は、かんがいにより
干ばつ被害を防止する。

モデルほ場のかんがいによ 整備前は給水所から取水・運搬

パンフレットの配布

モデルほ場
の実証による
かんがいの効
果や使用方法
を整理したパ
ンフレットを
配布し、啓発
及び普及を

(適合作物)

さとうきび

散水器具の種類と栽培作物

中間（低圧）スプリンクラー 点滴チューブ 散水チューブマイクロスプリンクラー

(適合作物)

とうがん
かんしょ
さといも
らっきょう
かぼちゃ

(適合作物)

にんじん
にんにく
大豆
落花生

(適合作物)

かんしょ
さといも
らっきょう
にんにく
にんじん
落花生

モデルほ場のかんがいによ
る収量の試験結果は、伊江村
の平均に較べて１.３～１.７
倍に増収している。

かんがい施設の整備によ
り、用水の取水及び運搬作業
が不要となり、労働経費が大
幅に軽減される。

整備前は給水所から取水・運搬及び普及を
図っている。



３．地域経済情勢の変化

（１）地域産業の動向

９

１）総人口の推移

本地域 沖縄県

２）産業別就業人口の推移
10

全 国



３）産業別生産額
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H22

H17

H12

産業別生産額の推移 （本地域）

第一次産業 第二次産業 第三次産業 政府・非営利サービス

100億円

81億円

97億円

22%17%

本地域（H22）
2%
13%

18%

沖縄県（H22） 1%

12%

全国（H22）

ほぼ
横ばい

ほぼ横ばい

本地域の総生産額は、ほぼ横ばいで
推移している。このうち、平成22年度
における第一次産業の生産額の割合は
22％であり、沖縄県の２％、全国の
１％に比べて高い。

0.4%

99.6%

県内他地域
2兆5,873億円

伊江村
97億円

生産額の対県割合 第１次産業の対県割合

3.9%

96.1%

県内他地域
526億円

伊江村
21億円

－沖縄県 －
2兆5,970億円

－沖縄県 －
547億円

22%

30%
31%

17%

第一次産業

第二次産業

第三次産業

政府・非営利サービス

13%

67%

18%
25%

62%

12%

資料：本地域・沖縄県「市町村民所得推計」，全国「国民経済計算」

（２）社会資本の整備

●本地域から那覇空港までの移動は、伊江港から沖縄本島の本部港へフェリーで30
分、沖縄自動車道を利用して車で２時間程度である。

●「沖縄特定地域特別対策事業」により建造された新フェリーが平成24年から利用
されており、従来の船舶と比べ農産物等の輸送可能量が大幅に増加している。

●本地域で生産された農畜産物は、フェリーや飛行機を利用して沖縄本島及び本土
の市場へ出荷されている。

12

新造船フェリー「いえしま」



（３）地域農業の動向 13
１）地域農業の状況

主な作目の沖縄県における本地域の収穫量のシェアは、平成22年できくが
９％、葉たばこが22％、らっきょうが22％であり、耕地面積の割合３％と比
べ高い割合となっており、沖縄県において主要な生産地となっている。

資料：本地域「伊江村産業まつり」，沖縄県「第40次沖縄農林水産統計年報」沖縄総合事務局，「農業関係統計」沖縄県農林水産部

3%

97%

耕地面積（Ｈ22年）

～ 沖縄県 39,200ha ～

本地域
1,090ha

県内他地域
38,110ha

0.7%

99.3%

さとうきび （Ｈ22年）

沖縄県 820,403t

本地域
5,656t

県内他地域
814,747t

8.7%

91.3%

きく （Ｈ22年）

沖縄県 308,100千本

本地域
26,713千本

県内他地域
281,387千本

主要作物の収穫量の県内シェア

2.7%

97.3%

さといも （Ｈ22年）

沖縄県 111t

本地域
3t

県内他地域
108t

21.9%

78.1%

らっきょう （Ｈ22年）

沖縄県 659t

本地域
144t

県内他地域
515t

22.1%

77.9%

葉たばこ （Ｈ22年）

沖縄県 2,249t

本地域
497t

県内他地域
1,752t

沖縄県：全国１位(H22)沖縄県：全国１位(H22)

沖縄県：全国２位(H22)沖縄県：全国２位(H22)

4.1%

95.9%

とうがん （Ｈ22年）

沖縄県 2,241t

本地域
93t

県内他地域
2,148t

5.9%

94.1%

〈参考〉肉用牛の飼養頭数（Ｈ22年）

沖縄県 85,600頭

本地域
5,066頭

県内他地域
80,534t

注）きくは出荷量を示す

２）耕地面積の推移
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３）農業産出額

15

※グラフの数字は平成12年を100とした指数

（％）

－ 品目別構成比 －

資料：本地域「伊江村産業まつり」，沖縄県・全国「沖縄農林水産統計年報」沖縄総合事務局

本地域の農業産出額は、平成12年から平成22年にかけて20％減少している。
平成22年の品目別割合をみると、花きが40％、工芸作物(さとうきび・葉たば
こ)が32％、畜産が23％を占めている。

19%

3%

27%

4%3%

32%

12%

米

いも類

野菜

花き

工芸作物(さとうきび・葉たばこ等)

畜産

その他

全国（H22）
82,551億円

1%

1%
14%

12%

25%

40%

7%
沖縄県（H22）
924億円

1% 4%

40%

32%

23%

本地域（H22）
348千万円

注）沖縄県の代表的な工芸作物として、さとうきび・葉たばこ等と記載してい
るが、本地域で生産されているのは、さとうきび、葉たばこのみである。

４）総農家数、販売金額及び経営耕地面積の規模別農家数

16

① 総農家数、販売金額規模別農家数



本地域

17
② 経営耕地面積規模別農家数（販売農家）

沖縄県 全 国

18

５）認定農業者の推移
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６）農業経営の効率化（30馬力以上のトラクター台数の推移）

沖縄県では、国内唯一の亜熱帯性気候を活かした活力ある産地を形成し、高品質
かつ安全で安心な農産物を提供することにより沖縄ブランドの確立を目指している｡

伊江村においても、拠点産地に認定された品目（きく、島らっきょう、とうが
ん、肉用牛）を中心にブランド確立と産地を育成するため、県やＪＡ等関係機関の
連携の元に様々な取り組みが行われている。

20

ブランド化への取り組み

産地強化の支援活動
産地力強化計画の実践、新規就農者
の育成、協議会開催等の支援を実施

花き選別施設の新設
H23に自動選別機を導入し出荷作業を軽減

島らっきょうの里宣言
安心安全な生産体制確立を積極的に推進

７）地域活性化等

肉用牛の安定供給・品評会
雄種牛を認定し安定供給、品評会で好成績

おきなわブランドの統一
地域別ブランドを統一してロゴマーク等を作成
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新たな農業の発展を図るため、生産・加工・販売の一体化や第２次・第３次
産業との融合・連携の強化により、法人化による直売店の設置、加工施設の整
備による資源の掘り起こし及び利用拡大、さとうきび関連施設の整備による新
たな商品開発などの取り組みが行われている。

６次産業化への取り組み

農業生産法人 株式会社伊江牛
H25に糸満市に直売店を設置しPR活動と販売促進。
飼育・加工製造・販売を一貫して行い収益確保。

農産物食品加工センター
H25に加工所と展示販売棟を併設。地域資源を活
かす加工品の開発販売を村と連携した取り組み。

黒糖工場・蒸溜所充鎮施設
H23に黒糖工場を設置し、JAや菓子製造者と連携し
新たな特産品開発に取り組む。H23に蒸溜所を設置
し、さとうきびを原料にするラム酒を製造・販売。

伊江島産の農産物・加工品の販売促進、島内での消費拡大を図るた
め、祭りの開催、離島フェア、収穫祭など多くの催しが島内外で活発に
行われている。

22

農産物の販売促進への取り組み

～産業まつり ～
祭りで農産物や特産品を展示販売し地域振興

～ 花の島づくり ～
祭りや展示等による「花の島」づくりで観光推進

～ 商工会の催し ～
商品券や展示販売による地産地消の取り組み

～ 離島フェア ～
那覇市で農産物や加工品を販売するフェア開催

～ 農作物の体験型収穫祭 ～
保育園児の収穫体験による農業との触れ合い



修学旅行生を対象とした民家体験泊を平成15年から実施しており、現在
では年間５万人以上が参加する村の一大事業に成長し、農業を含む地域の
活性化など伊江島の地域経済に大きく貢献している。

23

民家体験泊の取り組み

～受け入れ農家での様子 ～
受け入れることで島内就業者も意識向上

～ 修学旅行生の民家体験泊 ～
120軒を越える民家で様々な産業が体験可能

125 226 244 295 297

240

334
374

490
534
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100
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200
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H20 H21 H22 H23 H24

民泊受け入れ件数の推移

学校数

延べ人数

「琉球新報(平成24年10月21日)」

「伊江村商工観光課資料」

（百人）

24（４）地域経済情勢のまとめ

１）本地域は、沖縄県や全国に比べて、産業別就業人口及び産業別生産
額の中で、第一次産業の占める割合が高い。

２）地域農業の動向をみると、花き、葉たばこ、畜産等を中心に営農が
展開されており、特にきく、葉たばこ、らっきょうは沖縄県におけ
るシェアが高く主要な産地となっている。

３）耕地面積は全国的に減少しているが、本地域では横ばいが維持され
ている。総農家数は減少傾向にあるものの、3.0ha以上の規模の大
きい農家数の割合や認定農業者数が増加している。また、農業機械きい農家数の割合や認定農業者数が増加している。また、農業機械
の大型化が進み、農業経営の効率化が図られている。

４）関係機関の連携による沖縄ブランドの確立と産地育成、新たな発展
を図る６次産業化の取組、農産物の販売促進、民家体験泊の実施な
ど、地域資源を活かした新たな活性化の動きが見られる。

以上のように本地域では、亜熱帯性気候を活かし花きなどの園芸作物を中心
とした農業が展開され、きく、らっきょう等では沖縄県内の主要な産地と
なっている。また、沖縄ブランド化及び６次産業化が推進されており、沖縄
県が生産供給体制の強化を図るなかで、本事業を契機に経営規模の拡大、収
益性の高い作物の導入による農業所得の向上を目指している。



4．事業計画の重要な部分の変更の必要性の有無 25

本地区の受益面積、主要工事計画、総事業費について、事業計画の変更
が必要な変動は認められない。

区 分 現計画 現時点
変更の必要性

の有無
備 考

１.受益面積 668ha 668ha 無

２.主要工事計画

1）地下ダム 箇所 箇所 無1）地下ダム １箇所 １箇所 無

2）用水路 8.3km 8.6km 無

3）揚水機場 ２箇所 ２箇所 無

３.総事業費 25,000百万円
25,683百万円
(H26年度時点)

無

※ 計画変更要件
受 益 面 積 ：５％以上の増又は減
主要工事計画：ダム貯水量、水路延長の20％以上の増又は減、その他主要工事計画の変更
事 業 費 ：10％以上の変動（物価変動を除く）

※ 計画変更要件
受 益 面 積 ：５％以上の増又は減
主要工事計画：ダム貯水量、水路延長の20％以上の増又は減、その他主要工事計画の変更
事 業 費 ：10％以上の変動（物価変動を除く）

5．費用対効果分析の基礎となる要因の変化

（１）農業振興計画

26

現在の農業振興計画では、地理的な条件不利性等の軽減に取り組むととも
に、沖縄ブランドの確立、生産供給体制の強化、担い手の育成・確保、グリー
ン・ツーリズムの推進など各種施策を展開し、持続的及びフロンティア型の農
林水産業の振興を図ることを目的としている。

農業振興計画の状況

国営事業計画策定時点国営事業計画策定時点
③ 農林水産業・農山漁村を支える担い手の育成・確保③ 農林水産業・農山漁村を支える担い手の育成・確保

② 流通・販売・加工対策の強化② 流通・販売・加工対策の強化

① 沖縄ブランドの確立と生産供給体制の強化① 沖縄ブランドの確立と生産供給体制の強化

沖縄県農林水産業振興計画
〔平成14年８月 〕

沖縄県農林水産業振興計画
〔平成14年８月 〕

現 在

沖縄21世紀農林
水産業振興計画
〔平成25年３月〕

③ 農林水産業・農山漁村を支える担い手の育成・確保③ 農林水産業・農山漁村を支える担い手の育成・確保

④ 農林水産技術の開発・普及④ 農林水産技術の開発・普及

⑤ 亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備⑤ 亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備

③ 農林水産物の安全・安心の確立③ 農林水産物の安全・安心の確立

② 流通・販売・加工対策の強化② 流通・販売・加工対策の強化

① 沖縄ブランドの確立と生産供給体制の強化① 沖縄ブランドの確立と生産供給体制の強化

④ 農林水産業の担い手の育成・確保及び経営安定対策等の強化④ 農林水産業の担い手の育成・確保及び経営安定対策等の強化

⑤ 農林水産技術の開発・普及⑤ 農林水産技術の開発・普及

⑥ 亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備⑥ 亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備

⑦ フロンティア型農林水産業の振興⑦ フロンティア型農林水産業の振興

⑥ 多面的機能を生かした農山漁村の振興⑥ 多面的機能を生かした農山漁村の振興

⑦ 環境と調和した農林水産業の推進⑦ 環境と調和した農林水産業の推進



（２）農産物等の動向

27

１）単位当たり収量の変化

28

２）農産物価格の変化



（３）効果項目
29

１）見込まれる事業効果

◆ 安定した用水供給により、園芸作物等の作付面積の拡大や単
収の増加が図られる効果

◆ 安定した用水供給により、かんがい作業及び防除用水の運搬
作業に係る経費が節減される効果

作物生産効果

農業生産性向上効果

営農経費節減効果

農業生産性向上効果

農業経営向上効果

事業効果は、現計画策定時のマニュアルに準じ、投資効率方式により試算した｡

事業効果

更新効果

◆ 土地改良施設の新設・更新により、これらの維持管理費及び
土地改良区運営に係る経費が増加するマイナス効果

◆ 用水路の道路埋設整備により、既存道路が更新され交通機能
が維持される効果

◆ 土地改良施設の更新により、現況施設の下で行われていた農
業生産が維持される効果

維持管理費節減効果

公共施設保全効果

◆ 事業の整備内容に付加した環境保全対策の実施により、地域
の自然環境が保全される効果

水辺環境整備効果

生産基盤保全効果

地域資産保全・向上効果農村定住条件整備効果

農村環境保全効果 景観保全効果

5%

25%

9%

42%

19%
さとうきび

葉たばこ

飼料作物

野菜･果樹

花き

30

年効果額 1,758百万円 ： 効果発生面積×効果算定対象単収×作物単価×純益率

－ 本地区の土地利用計画 －

100 108 115

150

120

0

50

100

150

きく 葉たばこ とうがん さとうきび 飼料作物

〔事業実施前を100とした指数〕（％）

資料：「土地改良事業の費用対効果分析に必要な諸係数等について(H21事務連絡)」農林水産省，「農業試験場八重山支場試験結果」沖縄総合事務局

２）作物生産効果

安定した用水供給により、作付面積の増加や単位面積当たり収量の増加
が図られる。

事業実施後
939ha

37%

25%

16%

13%

9%

事業実施前
686ha

254ha

174ha

111ha

86ha

61ha
50ha

236ha

82ha

396ha

175ha

注）きくは用水が無いと生産できないため増収効果を見込んでいない

作付面積

単位面積当たりの収量



安定した用水供給により、かんがい作業、防除用水の運搬作業に係る経
費が節減される。

31

３）営農経費節減効果

年効果額 195百万円 ： （現況ha当たり営農経費－計画ha当たり営農経費）×効果発生面積

（４）費用対効果分析の結果
32

費用対効果分析は、現計画策定時のマニュアルに準じ、単収、単価、その他諸係
数を現時点に置き換えた場合の投資効率方式により試算した。

■妥当投資額 （Benefit） 35,633 百万円

■総事業費 （Cost） 34,728 百万円

■投資効率 （B/C） 1.02

※妥当投資額、総事業費には関連事業を含む。

■妥当投資額 （Benefit） 35,633 百万円

■総事業費 （Cost） 34,728 百万円

■投資効率 （B/C） 1.02

※妥当投資額、総事業費には関連事業を含む。※妥当投資額、総事業費には関連事業を含む。※妥当投資額、総事業費には関連事業を含む。

投資効率 ＝ 妥当投資額 ÷ 総事業費

＝ 35,633百万円 ÷ 34,728百万円

＝ 1.02

※総合耐用年数：43年、割引率：0.04

●妥当投資額は、年総効果額を還元率×(１＋建設
利息率)で除して廃用損失額を除いた金額。

●総事業費は、本事業及び関連事業の年度別事業費
に支出済費用換算係数を乗じた金額。

年総効果額（合計） 1,904 百万円

作物生産効果 1,758 百万円

営農経費節減効果 195 百万円

維持管理費節減効果 ▲74 百万円

更新効果 11 百万円

公共施設保全効果 11 百万円

水辺環境整備効果 2 百万円



６．環境との調和への配慮

（１）環境との調和への配慮

33

本地域では、優れた風景地に貴重な動植物の生息・生育が確認されていることか
ら、緑地保全や土砂流出防止等、各種事業の実施により自然生態系に配慮した農村
環境の育成を目指すこととしている。このため、本事業においては、ファームポン
ド周辺の景観との調和に配慮した工法の採用や工事期間中に土砂流出の防止対策を
実施するなど、豊かな自然環境の保全に配慮している。

モクマオウ並木 オカヤドカリ

ワークショップ 土砂流出防止用の作物植付

本事業においては、環境保全検討部会を設立して環境配慮対策推進計画

を制定し、地域住民等の関係者と合意形成を行い事業推進に伴う環境への

配慮を実施している。

また、地元小中学生を対象とした地下ダム現地見学会の実施、地域の産業

まつりへ参加し事業内容をアピール、ワークショップを開催して地元意見を設

計に反映するなど、地域住民等との連携を図っている。

本事業においては、環境保全検討部会を設立して環境配慮対策推進計画

を制定し、地域住民等の関係者と合意形成を行い事業推進に伴う環境への

配慮を実施している。

また、地元小中学生を対象とした地下ダム現地見学会の実施、地域の産業

まつりへ参加し事業内容をアピール、ワークショップを開催して地元意見を設

計に反映するなど、地域住民等との連携を図っている。

（２）主な取り組み状況
34

【②環境ハンドブックの配布】

① 多様な動植物が生息する植生、歴史文化や景観上の重要区域を

改変せず施工〔回避，景観配慮〕

② 環境ハンドブックを工事関係者に配布〔回避〕

③ 地下ダム及び水路は、畑地や既存道路に埋設〔軽減・景観配慮〕

④ 地下施設の施工後は、元の自然環境を復旧〔軽減，景観配慮〕

① 多様な動植物が生息する植生、歴史文化や景観上の重要区域を

改変せず施工〔回避，景観配慮〕

② 環境ハンドブックを工事関係者に配布〔回避〕

③ 地下ダム及び水路は、畑地や既存道路に埋設〔軽減・景観配慮〕

④ 地下施設の施工後は、元の自然環境を復旧〔軽減，景観配慮〕

【③④地下ダム施工後の環境復旧】

⑤ 工事用仮置土及び排水は赤土流出防止の対策を実施〔軽減〕

⑥ ファームポンドに石張工（琉球石灰岩）を追加〔景観配慮〕

⑦ 環境モニタリング調査による施工後の影響確認〔評価〕

⑧ 地下水水質調査による施工後の影響確認〔評価〕

⑤ 工事用仮置土及び排水は赤土流出防止の対策を実施〔軽減〕

⑥ ファームポンドに石張工（琉球石灰岩）を追加〔景観配慮〕

⑦ 環境モニタリング調査による施工後の影響確認〔評価〕

⑧ 地下水水質調査による施工後の影響確認〔評価〕

地下ダム施工前 地下ダム施工中 地下ダム施工後

【⑤赤土流出の防止】

ブルーシートの敷設 地下ダム貯留域の水質調査

【⑧地下水水質調査】

ファームポンド 石張前 ファームポンド 石張後

石張

【⑥ ファームポンドの石張】



７．事業コスト縮減等の可能性

（１）地下ダム工事で発生した泥土の有効利用

35

【 概要 】
地下ダムの止水壁工事に伴い発生した建設発生土については、当初は島

外処分していたものを、ファームポンドの盛土材料として有効利用し、コ
スト縮減を図っている。

【 コスト縮減額 】
平成21～23年度 745百万円のコスト縮減

地下ダム止水壁工事時の泥土発生

盛土材料に泥土を有効利用したファームポンド

盛土に
泥土利用

盛土に
泥土利用

１号ファームポンド ２号ファームポンド

８．関係団体の意向 36

沖縄県は、伊江村内の優良農地を受益地とした本事業は、農業に必

要不可欠である安定的な農業用水源の確保を担う極めて重要な事業で

あり、関連する末端畑地かんがい施設整備事業とともに、営農の安定、

作物の増収・増益、農作業の効率化等が期待されるとしており、地域

農業がさらなる飛躍を遂げる上で、欠くことのできない事業として、

受益農家の早期完了に寄せる期待は大きいことから、県として関連事

業の推進に当たるとともに、国における事業の積極的推進を要望して業の推進に当たるとともに、国における事業の積極的推進を要望して

いる。

伊江村は、村の基幹産業である農業が、村振興の原動力と経済を担

う源であり、本事業によるかんがい用水の確保は、天候に左右されな

い足腰の強い農業を目指す上で必要不可欠であり、本事業の農業生産

性の向上と農業の近代化及び農業経営の安定化に資する役割は非常に

大きいと認識しており、地下ダム及び一連の用水施設の完成により効

果の早期発現を望んでいる。



９．評価項目のまとめ 37

沖縄県有数の農業地帯である本地域では、亜熱帯性気候を活かし花き、葉

たばこ、畜産、野菜等の農業が展開されており、経営規模の拡大、認定農業

者の増加、農業機械の大型化が進んでいる。

また、沖縄ブランドの確立、６次産業化の取組、農産物の販売促進、民家

体験泊の実施など地域資源を活かした活性化の動きが確認できる。

その一方で、営農に必要な用水を降雨と既存のため池に依存していること

から、十分な用水が確保できず農業振興の妨げとなっている。

これらの課題の克服と地域農業の更なる発展に向けて、本事業は、地下ダ

ムの新設や揚水機及び用水路を整備し、併せて関連事業による末端用水路等

の整備を実施することにより、安定的なかんがい用水の確保を行い、農業生

産性の向上及び農業の近代化を図り、農業経営の安定を目指すものである。

関係団体においても、地域農業全体がさらなる飛躍を遂げる上で、農業に

必要不可欠な用水の確保を担う本事業の積極的な推進を望んでおり、関連事

業と連携を図りつつ、かんがい施設の早期完成による効果の発現に努める必

要がある。

－ 終 わ り －


